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契約名称及び内容
契約職等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及

び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとし
た業務方法書又は会計
規程等の根拠条文及

び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由

随意契約によ
らざるを得な
い場合の根拠
区分

備　　考

平成２１年度　第１回　衛生
工学衛生管理者の講習会
受講

契約担当職
つくばセンター調達部長
塩釜　士郎
（茨城県つくば市梅園1-1-
1）

平成21年7月9日
中央労働災害防止協
会
東京都港区芝5-35-1

契約の相手方が法令
等の規定により明確に
特定されることから会
計規程第３０条第３項
に該当するため。

非公表 4,239,000 非公表 -

有害なガス、蒸気、粉じん等の有害因子を発散する作
業場には、作業環境を改善するために、それら有害因
子の発散の抑制等についての衛生工学的対策が必要
である。また、このような有害業務を有する一定の事業
場では、労働安全衛生規則第７条第１項第６号の規定
により、衛生工学衛生管理者の選任が義務づけられて
おり、衛生工学衛生管理者の免許を取得するための
要件である厚生労働大臣の定める講習として中央労
働災害防止協会が指定を受け実施しているため。
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BioFuels World 2009  出展
ブース設営

契約担当職
中国センター研究業務推
進室長
山田　実
（広島県呉市広末広2-2-
2）

平成21年7月14日

(株)アイ・ディー・ジー・
ジャパン
東京都文京区本郷3-
4-5

当該場所でなければ業
務を行うことが不可能
であり場所が限定さ
れ、供給者が一に特定
されることから会計規
程第３０条第３項に該
当するため。

非公表 1,918,980 非公表 －
BioFuels World 2009は主催イベント事務局が(株)アイ・
ディー・ジー・ジャパンである。出展申込み先は同社の
みが行っており、当該契約先以外に存在しないため。

5

「SciFinder」３１０タスクパッ
ケージの購読

契約担当職
つくばセンター調達部長
塩釜　士郎
（茨城県つくば市梅園1-1-
1）

平成21年7月23日
(社)化学情報協会
東京都文京区本駒込
6-25-4

再販価格が維持されて
いる場合及び供給元が
一の場合における出版
元等からの書籍の購入
であり、契約の相手方
が特定されることから
会計規程第３０条第３
項に該当するため。

非公表 1,178,310 非公表 －

SciFinder (サイファインダー) は、化学を中心とする医
薬、生化学、物理、工学等の科学情報を必要とする研
究者が利用することを想定したオンライン検索サービ
スである。
当該データベースは、アメリカ化学会のケミカル・アブ
ストラクツ・サービス（CAS）が製作、販売しており、日本
国内における販売代理店が当該契約相手先のみしか
存在しないことから、競争を許さないため。
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nano tech 2010 国際ナノテ
クノロジー総合展への出展

契約担当職
つくばセンター調達部長
塩釜　士郎
（茨城県つくば市梅園1-1-
1）

平成21年9月7日

ｎａｎｏ ｔｅｃｈ実行委員会
事務局
東京都千代田区猿楽
町1-15-18

当該場所でなければ業
務を行うことが不可能
であり場所が限定さ
れ、供給者が一に特定
されることから会計規
程第３０条第３項に該
当するため。

非公表 3,360,000 非公表 －

nano tech 2010 国際ナノテクノロジー総合展は主催イ
ベント事務局がｎａｎｏ ｔｅｃｈ実行委員会事務局である。
出展申込み先は同社のみが行っており、当該契約先
以外に存在しないため。
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【様式２】

平成２２年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの



随　　意　　契　　約　　事　　由 類型区分

≪競争性のない随意契約によらざるを得ない場合≫

　イ　契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの

　　(ｲ)法令の規定により契約の相手方が一に定められているもの 1

　　(ﾛ)条約等の国際的取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 2

　　(ﾊ)閣議決定による国家的プロジェクトにおいて、当該閣議決定により、その実施者が明示されているもの 3

　　(ﾆ)地方公共団体との取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 4

　ロ　当該場所でなければ行政事務を行うことが不可能であることから場所が限定され、供給者が一に特定される賃貸借契約(当該契約に付随する契約を含む。) 5

　ハ　官報、法律案、予算書又は決算書の印刷等 6

　ニ　その他

　　(ｲ)防衛装備品であって、かつ、日本企業が外国政府及び製造元である外国企業からライセンス生産を認められている場合における当該防衛装備品及び役務の調達等 7

　　(ﾛ)電気、ガス若しくは水又は電話に係る役務について、供給又は提供を受けるもの(提供を行うことが可能な業者が一の場合に限る。) 8

　　(ﾊ)郵便に関する料金(信書に係るものであって料金を後納するもの。） 9

　　(ﾆ)再販売価格が維持されている場合及び供給元が一の場合における出版元等からの書籍の購入 10

　　(ﾎ)美術館等における美術品及び工芸品等の購入 11

　　(ﾍ)行政目的を達成するために不可欠な特定の情報について当該情報を提供することが可能な者から提供を受けるもの 12

随意契約事由別　類型早見表


